
○公益財団法人とちぎ建設技術センターが取り扱う

特定個人情報等の取扱いに関する事務処理要領

（趣旨）

第１条 この要領は、公益財団法人とちぎ建設技術センター（以下「財団」という。）が、

「行政手続きにおける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」(平成

25年法律第 27号、以下「番号法」という。）、「個人情報の保護に関する法律」(平成 15
年法律第 57号、以下「個人情報保護法」という。）及び「特定個人情報の適正な取扱に
関するガイドライン(事業者編)」（以下「ガイドライン」という。）に基づき、財団の取

り扱う特定個人情報等の適正な取扱いを確保するために定めるものである。

なお、個人番号及び特定個人情報に関しては、財団の個人情報保護に関する他の規程

に優先してこの要領が適用されるものとする。

（定義）

第２条 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に掲げるところに

よる。

(1) 個人情報 生存する個人に関する情報であって、次のいずれかに該当するものをい

う

イ 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図面若しくは電磁的

記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。）で作られる記録をいう。）に記載され、若しくは記録さ

れ、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識別符号を除

く。）をいう。以下同じ。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情

報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。）

ロ 個人識別符号が含まれるもの

(2) 個人識別符号 次のいずれかに該当する文字、番号、記号その他の符号のうち、個

人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号）（以下「政令」とい

う。）及び個人情報の保護に関する法律施行規則（平成２８年１０月５日個人情報保

護委員会規則第３号）（以下「委員会規則」という。）で定めるものをいう。

イ 特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、

番号、記号その他の符号であって、当該特定の個人を識別することができるもの

ロ 個人に提供される役務の利用若しくは個人に販売される商品の購入に関し割り当

てられ、又は個人に発行されるカードその他の書類に記載され、若しくは電磁的方

式により記録された文字、番号、記号その他の符号であって、その利用者若しくは

購入者又は発行を受ける者ごとに異なるものとなるように割り当てられ、又は記載

され、若しくは記録されることにより、特定の利用者若しくは購入者又は発行を受

ける者を識別することができるもの

(3) 個人番号 番号法第２条第５項に規定する個人番号（番号法第７条第１項又は第２

項の規定により、住民票コードを変換して得られる番号であって、当該住民票コード



が記載された住民票に係る者を識別するために指定されるもの。）をいう。

(4) 特定個人情報 個人番号（個人番号に対応し、個人番号に代わって用いられる番号、

記号その他の符号であって、住民票コード以外のものを含む。）をその内容に含む個

人情報をいう。

(5) 特定個人情報等 個人番号および特定個人情報を併せたものをいう。

(6) 特定個人情報ファイル 個人番号をその内容に含む個人情報ファイルをいう。

(7) 個人情報ファイル 財団が取り扱う個人情報の保護に関する事務処理要領第２条第

４号に規定する個人情報データベース等をいう。

(8) 保有個人データ 財団が取り扱う個人情報の保護に関する事務処理要領第２条第７

号に規定する保有個人データをいう。

(9) 個人番号利用事務 行政機関、地方公共団体、独立行政法人等その他の行政事務を

処理する者が番号法第９条第１項又は第２項の規定によりその保有する特定個人情報

ファイルにおいて個人情報を効率的に検索し、及び管理するために必要な限度で個人

番号を利用して処理する事務をいう。

(10)個人番号関係事務 番号法第９条第３項の規定により個人番号利用事務に関して行

われる他人の個人番号を必要な限度で利用して行う事務をいう。

(11)個人番号利用事務実施者 個人番号利用事務を処理する者及び個人番号利用事務の

全部又は一部の委託を受けた者をいう。

(12)個人番号関係事務実施者 個人番号関係事務を処理する者及び個人番号関係事務の

全部又は一部の委託を受けた者をいう。

(13)役職員 財団の組織内にあって直接又は間接に財団の指揮監督を受けて財団の業務

に従事している者をいい、雇用関係にある従業者（就業規則第２条に規定する職員、

嘱託員、臨時的任用職員、パート職員等）のみならず、財団と直接雇用関係にない者

（評議員、理事、監事）を含む。

(14)事務取扱管理者 財団内において特定個人情報等を取り扱う事務を管理する者をい

う。

(15)事務取扱担当者 財団において、特定個人情報等を取り扱う事務に従事する者をい

う。

なお、事務取扱担当者が複数人ある場合には、事務取扱管理者の指定により当該事務

を統括する者を定めるものとする。

(16)管理区域 特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムを管理する区域をいう。

(17)取扱区域 特定個人情報等を取り扱う事務を実施する区域をいう。

(18)本人 個人番号によって識別される特定の個人をいう。

（個人番号を取り扱う事務の範囲）

第３条 財団が個人番号を取り扱う事務の範囲は以下のとおりとする。

役職員(扶養親族を含む)に係る個 給与所得・退職所得の源泉徴収票作成事務

人番号関係事務

雇用保険届出事務



労働者災害補償保険法に基づく請求に関する事

務

健康保険・厚生年金保険届出事務

役職員の配偶者に係る個人番号関 国民年金の第３号被保険者の届出事務

係事務

役職員以外の個人に係る個人番号 報酬・料金等の支払調書作成事務

関係事務

不動産の使用料等の支払調書作成事務

（取り扱う特定個人情報等の範囲）

第４条 前条において財団が個人番号を取り扱う事務において使用される個人番号及び個

人番号と関連付けて管理される特定個人情報は次の各号に掲げるものとする。

(1) 役職員又は役職員以外の個人から、番号法第１６条に基づく本人確認の措置を実施
する際に提示を受けた本人確認書類（個人番号カード、通知カード、身元確認書類

等）及びこれらの写し

(2) 財団が税務署等の行政機関等に提出するために作成した法定調書及びこれらの控え
(3) 財団が法定調書を作成するうえで役職員又は役職員以外の個人から受領する個人番
号が記載された申告書等

(4) その他個人番号と関連づけて保存される情報
２ 前項各号に該当するか否かが定かでない場合は、事務取扱管理者が判断する。

（組織体制）

第５条 財団において特定個人情報等が適正に取り扱われるよう組織体制を次の各号のと

おり定めるものとする。

(1) 特定個人情報等の管理は財団組織規程第３条に掲げる人事及び給与に関する分掌事
務を所管する総務課とする。

(2) 事務取扱管理者は総務部長とする。
(3) 事務取扱担当者は財団組織規程第３条に掲げる人事及び給与に関する分掌事務を担
当する者とする。

（事務取扱管理者の責務）

第６条 事務取扱管理者は、ガイドライン等を遵守するため事務取扱担当者に対して指導

・監督する。

２ 事務取扱管理者は前項の規定のほか次の各号に掲げる事項を実施する。

(1) 特定個人情報等の安全管理に関する教育又は研修の企画及び実施
(2) 管理区域及び取扱区域の指定
(3) 委託先における特定個人情報等の取扱状況の監督
(4) その他財団における特定個人情報等の安全管理に関すること



（事務取扱担当者の責務）

第７条 事務取扱担当者は、前条第２項第２号に指定された場所に限り、特定個人情報等

を取り扱う事務に従事できるものとする。

２ 特定個人情報の「取得」、「保管」、「利用」、「提供」、「開示、訂正、利用停止」、「廃棄」

又は委託処理等、特定個人情報等を取り扱う事務に従事する場合には、番号法及び個人

情報保護法、ガイドライン及びこの要領その他関連規程並びに次の各号に掲げる特定個

人情報の保護のための措置について厳格に取り扱うものとする。

(1) 事務取扱担当者は、特定個人情報等の漏えい、滅失、盗難又は毀損による事故が発
生したことを知った場合又はその可能性が高いと判断した場合、速やかに事務取扱管

理者に報告するものとする。

(2) 事務取扱担当者は特定個人情報等を受領したとき、又は、事務で特定個人情報等を
利用したときなど必要な事務処理をした後は、速やかに所定の場所に戻し手元に個人

番号を残してはならないものとする。

(3) 事務取扱担当者を変更する場合、後任者に対し適切に引継を行うものとする。
（管理区域及び取扱区域の管理）

第８条 財団は、第６条第２項第２号に指定された管理区域及び取扱区域に対して、次の

各号に掲げる物理的な安全管理措置を講じるものとする。

(1) 管理区域 入退室管理及び管理区域へ持ち込む機器及び電子媒体等の制限を行うも

のとする。

(2) 取扱区域 後ろからの覗き見を防止するため、事務取扱担当者以外の者の往来を制

限し、壁又は間仕切り等により、区切られた空間とする。

（機器及び電子媒体等の盗難等の防止）

第９条 財団は管理区域及び取扱区域における特定個人情報等を取り扱う機器、電子媒体

及び書類等の盗難又は紛失等を防止するために、次の各号に掲げる措置を講じるものと

する。

(1) 特定個人情報等を取り扱う機器、電子媒体又は書類等を、施錠できるキャビネット、
書庫等に保管するものとする。

(2) 特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムが機器のみで運用されている場合
は、セキュリティワイヤー等により固定する。

（電子媒体等を持ち出す場合の漏えい等の防止）

第１０条 財団は特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等の持出しは、次に掲げ

る場合を除き禁止するものとする。なお、「持出し」とは、特定個人情報等を、管理区

域又は取扱区域の外へ移動させることをいい、事業所内での移動等であっても持出しに

該当するものとする。

(1) 個人番号関係事務に係る外部委託先に、委託事務を実施する上で必要と認められる
範囲内でデータを提供する場合

(2) 行政機関等への法定調書の提出等、財団が実施する個人番号関係事務に関して個人
番号利用事務実施者に対しデータ又は書類を提出する場合

２ 事務取扱担当者は、特定個人情報等が記録された電子媒体又は書類等を持ち出す場合、

容易に個人番号が判明しない措置の実施や、追跡可能な移送手段の利用等、紛失・盗難



等を防ぐための安全な方策を講ずるものとする。

（アクセス制御・アクセス者の識別と認証）

第１１条 財団における特定個人情報等へのアクセス制御及びアクセス者の識別と認証は

次の各号によるものとする。

(1) 特定個人情報等を取り扱う機器を特定し、その機器を取り扱う事務取扱担当者を限
定する。

(2) 機器に標準装備されているユーザー制御機能（ユーザーアカウント制御）により、
情報システムを取り扱う事務取扱担当者を限定する。

（不正アクセス等の防止）

第１２条 財団は、特定個人情報ファイルを取り扱う情報システムは、ネットワークから

の不正アクセス又は不正ソフトウェアから保護するためのアクセス制御を行うものとす

る。

（情報漏えい等の防止）

第１３条 財団は、第１０条第１項各号に掲げるデータについてインターネット等を活用

して外部に送信する場合は、次の各号により通信経路における情報漏えい等及び情報シ

ステムに保存されている特定個人情報等の情報漏えいを防止するものとする。

(1) 通信経路における情報漏えい防止策として送信する情報を暗号化するものとする。
(2) 情報システムに保存されている特定個人情報等の情報漏えい等の防止策としてデー
タの暗号化により保護するものとする。

（特定個人情報等の適正な取得）

第１４条 財団は、特定個人情報等の取得を適法かつ公正な手段によって行うものとする。

（特定個人情報等の利用目的）

第１５条 財団が、役職員又は第三者から取得する特定個人情報の利用目的は、第３条に

掲げた個人番号を取り扱う事務の範囲内とする。

（特定個人情報等の取得時の利用目的の通知等）

第１６条 財団は、特定個人情報を取得する場合は、あらかじめその利用目的を公表して

いる場合を除き、速やかに、その利用目的を本人に通知し、又は公表しなければならな

いものとする。

２ 当初の利用目的を変更する場合、本人へ通知又は公表を行うことにより前条の範囲内

においてこれを変更することができるものとする。

（個人番号の提供の要求）

第１７条 財団は、第３条に掲げる事務を処理するために、本人又は他の個人番号関係事

務実施者に対して個人番号の提供を求めることができるものとする。

（個人番号の提供を求める時期）

第１８条 財団は、第３条に掲げる事務を処理するために必要があるときは個人番号の提

供を求めるものとする。

２ 前項にかかわらず、本人との法律関係等に基づき、個人番号関係事務の発生が予想さ

れる場合には、本人と契約を締結した時点等で個人番号の提供を求めることができるも

のとする。

（特定個人情報の提供の求めの制限）



第１９条 財団は、番号法第１９条各号のいずれかに該当し特定個人情報の提供を受ける

ことができる場合を除き、特定個人情報の提供を求めてはならない。

（特定個人情報の収集制限）

第２０条 財団は、第３条に掲げる事務の範囲を超えて、特定個人情報を収集しないもの

とする。

（本人確認）

第２１条 財団は、番号法第１６条に定める方法により、役職員又は第三者の個人番号の

確認及び本人の身元確認をを行うものとする。また、代理人については、同条に定める

方法により、当該代理人の身元確認、代理権の確認及び本人の個人番号の確認を行うも

のとする。但し、身元確認については、財団の雇用関係等により本人に相違ないことが

明らかに判断できると認められるときは省略することができる。

（個人番号の利用制限）

第２２条 財団は、第１５条に掲げる利用目的の範囲内でのみ個人番号を利用することが

できるものとする。但し、人の生命、身体又は財産の保護のために個人番号を利用する

必要がある場合はこの限りではない。

（特定個人情報ファイルの作成の制限）

第２３条 財団は、第３条に掲げる事務を処理するために必要な範囲に限り、特定個人情

報ファイルを作成することができるものとする。

（特定個人情報の正確性の確保）

第２４条 事務取扱担当者は、特定個人情報を、第１５条に掲げる利用目的の範囲におい

て、正確かつ最新の状態で管理するよう努めるものとする。

（保有個人データに関する事項の公表等）

第２５条 財団は、個人情報保護法第２４条第１項の規定に基づき、特定個人情報に係る

保有個人データに関する事項を本人の知り得る状態に置くものとする。

（特定個人情報の保管制限）

第２６条 財団は、第３条に掲げる事務の範囲を超えて、特定個人情報を保管しないもの

とする。

２ 財団は、所管法令で定められた個人番号を記載する書類等の保存期間を経過するまで

の間は、支払調書の再作成等の個人番号関係事務を行うために必要があると認められる

ため、当該書類だけでなく、支払調書を作成等するシステム内においても保管すること

ができるものとする。

３ 財団は、番号法第１６条に規定する本人確認の措置を実施する際に提示を受けた本人

確認書類（個人番号カード、通知カード、身元確認書類等）の写し又は、財団が行政機

関等に提出する法定調書の控え若しくは当該法定調書を作成するうえで、財団が受領す

る個人番号が記載された申告書等を特定個人情報として保管するものとする。これらの

書類については、法定調書の再作成を行うなど個人番号関係事務の一環として利用する

必要があると認められるため、関連する所管法令で定められた個人番号を記載する書類

等の保存期間を経過するまでの間保存することができるものとする。

（特定個人情報の提供制限）

第２７条 財団は、番号法第１９条各号に掲げる場合を除き、本人の同意の有無に関わら



ず、特定個人情報を第三者に提供してはならないものとする。なお、本人の同意があっ

ても番号法第１９条各号の範囲を超えて特定個人情報の第三者提供ができないことに留

意するものとする。

（特定個人情報の開示）

第２８条 財団は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報に係る保有個人データ

について開示（当該本人が識別される特定個人情報に係る保有個人データが存在しない

時にその旨を知らせることを含む。以下同じ。）の請求を受けたときは、本人に対し、

書面の交付（開示の請求を行った者が同意した方法があるときは、当該方法）により、

遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならないものとする。ただし、開示す

ることにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないこ

とができるものとする。

(1) 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合
(2) 財団の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合
(3) 他の法令に違反することとなる場合

２ 財団は、前項の規定に基づき請求を受けた保有個人データの開示、全部又は一部につ

いて開示しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なくその旨を通知しなければ

ならないものとする。

（保有個人データの訂正等）

第２９条 財団は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報に係る保有個人データ

の内容が事実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削

除（以下この条において「訂正等」という。）の請求を受けた場合には、その内容の訂

正等に関して他の法令の規定により特別の手続きが定められている場合を除き、利用目

的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当

該保有個人データの内容の訂正等を行わなければならないものとする。

２ 財団は、前項の規定に基づき請求を受けた保有個人データの内容の全部若しくは一部

について訂正等を行ったとき又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、

遅滞なくその旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を通知しなければならな

いものとする。

（保有個人データの利用停止等）

第３０条 財団は、本人から、当該本人が識別される特定個人情報に係る保有個人データ

が第１４条の規定に違反して取得されたものであるという理由又は第１５条の規定に違

反して取り扱われているという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消

去（以下この条において「利用停止等」という。）の請求を受けた場合であって、その

請求に理由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞な

く、当該保有個人データの利用停止等を行わなければならないものとする。ただし、当

該保有個人データの利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うこ

とが困難な場合であって、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置

をとるときは、この限りではない。

２ 財団は、第１項の規定に基づき請求を受けた保有個人データの全部若しくは一部につ

いて利用停止等を行ったとき又は利用停止等を行わない旨の決定をしたときは、本人に



対し、遅滞なくその旨を通知しなければならないものとする。

（理由の説明）

第３１条 財団は、第２８条第２項、第２９条第２項、第３０条第２項の規定により、本

人から請求された措置の全部又は一部について、その措置を取らない旨を通知する場合

又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場合は、本人に対し、その理由を説明す

るよう努めなければならないものとする。

（開示等の請求に応じる手続）

第３２条 財団は、第２８条第１項、第２９条第１項又は第３０条第１項の規定による請

求（以下この条において「開示等の請求等」という。）に関し、次の各号に掲げるとお

り、その請求を受け付ける方法を定めることができる。この場合において、本人は、当

該方法に従って、開示等の請求等を行わなければならないものとする。

(1) 開示等の請求等の申出先
(2) 開示等の請求等に際して提出すべき書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚
によっては認識することができない方式で作られる記録を含む。）の様式その他の開

示等の請求等の方式

(3) 開示等の請求等をする者が本人又は第３項に規定する代理人であることの確認方法
(4) 次条第１項に規定する手数料の徴収方法

２ 財団は、本人に対し、開示等の請求等に関し、その対象となる保有個人データを特定

するに足りる事項の提示を求めることができるものとする。この場合において、財団は、

本人が容易かつ的確に開示等の請求等をすることができるよう、当該保有個人データを

特定するに資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置をとらなければな

らないものとする。

３ 開示等の請求等は、次に掲げる代理人によってすることができる。

(1) 未成年者又は成年被後見人の法定代理人
(2) 開示等の請求等をすることにつき本人が委任した代理人

４ 財団は、前３項の規定に基づき開示等の請求等に応じる手続きを定めるに当たっては、

本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならないものとする。

（手数料）

第３３条 財団は、第２８条第１項の規定による開示の請求を受けたときは、当該措置の

実施に関し、手数料を徴収するものとする。

２ 前項の規定による手数料の額は、別表のとおりとする。

（特定個人情報等の削除、機器及び電子媒体等の廃棄）

第３４条 事務取扱担当者は、個人番号関係事務を行う必要がなくなった場合で、所管法

令等において定められている保存期間等を経過した場合には、特定個人情報等をできる

だけ速やかに復元できない手段で削除又は廃棄するものとする。

なお、外部委託先において保管する特定個人情報等についても同様に削除又は廃棄を

実施するよう指示するものとする。

２ 事務取扱管理者は、事務取扱担当者又は外部委託先が特定個人情報等を削除又は廃棄

したことを確認するものとする。

（委託先における安全管理措置）



第３５条 財団は、個人番号関係事務の全部又は一部を委託する場合には、財団自らが果

たすべき安全管理措置と同等の措置が委託先において適切に講じられるよう、必要かつ

適切な監督を行うものとする。

（苦情の処理）

第３６条 財団は、特定個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなけ

ればならないものとする。

２ 財団は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければならないもの

とする。

（漏えい等が発生した場合の対応）

第３７条 財団は、特定個人情報の漏えい等が発生した場合は、事実関係を本人に速やか

に通知及び個人情報保護委員会へ報告するものとする。

２ 財団は、特定個人情報の漏えい等が発生した場合は、２次被害の防止、類似事案の発

生回避等の観点から、可能な限り事実関係等を公表するものとする。

（守秘義務）

第３８条 特定個人情報を取り扱う事務において知り得た情報に関する取扱いは、財団守

秘義務に関する取扱要領を適用する。

（委任）

第３９条 この要領に定めるもののほか、この要領の施行に関し必要な事項は、理事長が定め

る。

附 則

この要領は、平成２８年１月１日から適用する。

附 則

この要領は、平成２９年５月３０日から適用する。

附 則

この要領は、令和４年４月１日から適用する。

附 則

この要領は、令和５年２月１日から適用する。

附 則

この要領は、令和５年１０月１日から適用する。



別表（第３３条関係）

財団が保有する 物品の種別 単位 金額

文書等の区分 （税別）

文書又は図画 紙（日本工業規格Ａ列３番以内） １枚（面） ２０ 円

（白黒刷り） につき

文書又は図画 紙（日本工業規格Ａ列３番以内） １枚（面） ５０ 円

（カラー刷り） につき

電磁的記録 光ディスク（CD-R 700MB） 文書又は図面の例と同様



様式第１号（第１４条関係）

個人番号届出書（兼台帳）

（提出年月日） 年 月 日

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長 様

氏 名

住 所

電話番号

連絡先

公益財団法人とちぎ建設技術センターが取り扱う個人番号関係事務並びに個人番号

利用事務に係る利用目的を理解したうえで本書のとおり届け出ます。

続柄 氏 名 個人番号

本人

続柄 氏 名 個人番号

配偶者

続柄 氏 名 個人番号

続柄 氏 名 個人番号

続柄 氏 名 個人番号

続柄 氏 名 個人番号

(提出方法等）

１ 所定の欄に氏名、個人番号を記入してください。

２ 欄が足りない場合、本用紙をコピーしてご使用ください。

３ ご本人は本用紙の他に、身分を証明するものをご提示ください。

本人確認欄

番号 対面 免許 ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ その他



様式第２号（第２８条、第２９条、第３０条関係）

保有個人データ開示等請求書

（提出年月日） 年 月 日

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長 様

請求者（□本人 □代理人）

氏 名

住 所

電話番号

連絡先

（本人の氏名 ）

公益財団法人とちぎ建設技術センターが取り扱う特定個人情報の保護に関する事務

処理要領第２８条、第２９条、第３０条の規定に基づき、次のとおり請求します。

個人データ記録の

件名又は内容

□開示 □訂正等 □利用の停止等

請求の内容

本人であることを

証明する書類

備 考

(記入方法等）

１ 該当する□欄にチェックしてください。

２ 「請求の内容」欄の開示方法について、書面以外の方法による場合は、その旨を

御記入ください。

３ 請求者は、請求書提出後に、身分を証明するもの及び本人（法定代理人を含む。）

であることを確認できるものを御提示ください。

４ 代理人の方は、本人の氏名も御記入の上、代理権を有することを証明する書面を

添付してください。



様式第３号（第２８条関係）（全部開示の場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの開示の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの開示については、

次のとおり、保有個人データの全部を開示することとしましたので通知します。

開 示 請 求 に 係 る

保 有 個 人 デ ー タ

日 時 年 月 日 時 分から

開示の実施の日時

及 び 場 所

場 所

（電話番号 － － ）

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考

（注）

１ 保有個人データの開示を受ける際には、この通知書を職員に提示してください。ま

た、本人確認に必要であるため、本人であることを証明するために必要な書類（運転

免許証、旅券等）を提出し、又は提示してください。

２ 法定代理人が開示を受ける場合は、１に掲げる書類のほか、法定代理人であること

を証明する書類（戸籍謄本、登記事項証明書等）を提出し、又は提示してください。

３ 上記の日時にお出でになれない場合は、あらかじめ担当部課へ連絡してください。



様式第４号（第２８条関係）（部分開示の場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの開示の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの開示については、

次のとおり、保有個人データの一部を開示することとしましたので通知します。

開 示 請 求 に 係 る

保 有 個 人 デ ー タ

開示をしない部分

及 び そ の 理 由

日 時 年 月 日 時 分から

開示の実施の日時

及 び 場 所

場 所

（電話番号 － － ）

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考

（注）

１ 保有個人データの開示を受ける際には、この通知書を職員に提示してください。ま

た、本人確認に必要であるため、本人であることを証明するために必要な書類（運転

免許証、旅券等）を提出し、又は提示してください。

２ 法定代理人が開示を受ける場合は、１に掲げる書類のほか、法定代理人であること

を証明する書類（戸籍謄本、登記事項証明書等）を提出し、又は提示してください。

３ 上記の日時にお出でになれない場合は、あらかじめ担当部課へ連絡してください。



様式第５号（第２８条関係）（非開示の場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの開示の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの開示については、

次のとおり、保有個人データを開示しないこととしましたので通知します。

開 示 請 求 に 係 る

保 有 個 人 デ ー タ

開示をしない理由

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考



様式第６号（第２９条関係）（全部訂正する場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの訂正等の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの訂正等について

は、次のとおり、保有個人データの全部を訂正等することとしましたので通知します。

訂正等請求に係る

保 有 個 人 デ ー タ

訂正等請求の内容

訂 正 等 の 内 容

訂 正 等 年 月 日 年 月 日

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考



様式第７号（第２９条関係）（部分訂正の場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの訂正等の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの訂正等について

は、次のとおり、保有個人データの一部を訂正等することとしましたので通知します。

訂正等請求に係る

保 有 個 人 デ ー タ

訂正等請求の内容

訂 正 等 の 内 容

及 び そ の 理 由

訂 正 等 年 月 日 年 月 日

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考



様式第８号（第２９条関係）（非訂正の場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの訂正等の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの訂正等について

は、次のとおり、保有個人データを訂正等しないこととしましたので通知します。

訂正等請求に係る

保 有 個 人 デ ー タ

訂正等請求の内容

訂正等をしない理由

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考



様式第９号（第３０条関係）（全部利用停止する場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの利用停止等の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの利用停止等につい

ては、次のとおり、保有個人データの全部を利用停止等することとしましたので通知し

ます。

利用停止等請求に係る

保 有 個 人 デ ー タ

利用停止等請求の内容

利用停止等の内容

利用停止等年月日 年 月 日

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考



様式第１０号（第３０条関係）（部分利用停止の場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの利用停止等の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの利用停止等につい

ては、次のとおり、保有個人データの一部を利用停止等することとしましたので通知し

ます。

利用停止等請求に係る

保 有 個 人 デ ー タ

利用停止等請求の内容

利用停止等の内容

及 び そ の 理 由

利用停止等年月日 年 月 日

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考



様式第１１号（第３０条関係）（非利用停止の場合）

と建技第 号

年 月 日

様

公益財団法人とちぎ建設技術センター

理事長

保有個人データの利用停止等の請求について（回答）

年 月 日付けで請求のありました保有個人データの利用停止等につい

ては、次のとおり、保有個人データを利用停止等しないこととしましたので通知します。

利用停止等請求に係る

保 有 個 人 デ ー タ

利用停止等請求の内容

利 用 停 止 等 を

し な い 理 由

担 当 部 課

（電話番号 － － ）

備 考



様式第１２号（第３６条関係）

苦情相談処理簿

担 当 部 課 名 受付日 年 月 日

担当部課名 職・氏名

受 付 者

区 分 １ 来所 ２ 電話 ３ その他（ ）

苦情申出者の住所

・氏 名 等

（電話 － － ）

苦 情 の 内 容 等

苦情に対する処理

経 過 及 び 結 果


